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◇ 習志野市介護保険条例（抜粋） 
 

 

（運営協議会） 

第16条  市は、介護保険の健全かつ円滑な運営を図るとともに、介護保険制度を総合的に推進

するため、習志野市介護保険運営協議会(以下「運営協議会」という。)を置く。 

2  運営協議会は、介護保険事業の運営に関する事項のほか、介護保険事業に係る高齢者保健

福祉施策に関する事項について調査審議する。 

3  運営協議会は、介護保険事業の運営に関し必要があると認めるときは、市長に対し建議する

ことができる。 

4  運営協議会は、委員15人以内をもつて組織し、委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱

する。 

（1） 学識経験者 

（2） 保健及び医療関係者 

（3） 福祉関係者 

（4） 介護保険被保険者 

（5） 事業者 

（6） その他市長が必要と認めた者 

5  委員の任期は、3年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

6  委員は、再任されることができる。 

7  委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 
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◇ 習志野市介護保険条例施行規則（抜粋） 
 

 

第８章  介護保険運営協議会 

（会長及び副会長） 

第55条  条例第16条に規定する習志野市介護保険運営協議会（以下「運営協議会」という。）

に会長及び副会長を各１名置き、それぞれ委員の互選によりこれを定める。 

２  会長は、会務を総理し、運営協議会を代表する。 

３  副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第56条  運営協議会の会議は、会長が招集し、会議の議長となる。 

２  運営協議会は、過半数の委員の出席がなければ、これを開くことができない。 

３  会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長が決する。 

４  会長は、必要があると認めるときは会議に委員以外の者の出席を求め、意見を聴き、又は資料

の提出を求めることができる。 

（運営協議会の所掌事務） 

第56条の2 条例第16条第2項に規定する運営協議会の調査審議に関する事項は、次に掲げる

ものとする。 

（１） 習志野市介護保険事業計画（以下「事業計画」という。）の策定に関すること。 

（２） 事業計画の実施における評価に関すること。 

（３） 地域包括支援センターの設置及び運営等に関すること。 

（４） 地域密着型サービスに関すること。 

（５） 介護保険事業に係る習志野市高齢者保健福祉計画に関すること。 

（６） その他介護保険事業運営及び高齢者福祉施策の円滑な実施に関すること。 

（庶務） 

第57条  運営協議会の庶務は、介護保険担当課において処理する。 

（会長への委任） 

第58条  この章に定めるもののほか、運営協議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 
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◇ 介護保険運営協議会 
 

 

習志野市介護保険運営協議会委員 

（令和３（２０２１）年 ３月時点） 

氏  名 役 職 など 備  考 

本 多 敏 明 淑徳大学准教授 
学識経験者 

飯 野 理 恵 千葉大学講師 

井 幡 紀 子 習志野市医師会 

保健及び医療関係

者 

○栗 原 弘 章 習志野市歯科医師会会長 

◎櫛 方 絢 子 習志野市薬剤師会会長 

松 﨑 弘 子 習志野市健康づくり推進員 

石 原 徳 子 習志野健康福祉センター副センター長 

田 所 喜 美 子 習志野市社会福祉協議会副会長 

福祉関係者 
岡    久 郎 習志野市民生委員児童委員協議会副会長 

矢 作 郁 江 習志野市高齢者相談員協議会会長 

皆 川 良 治 習志野市介護相談員 

羽 生 昌 弘 習志野商工会議所 
介護保険被保険者 

越 智    桂 習志野市あじさいクラブ連合会会長 

桑 原 経 子 社会福祉法人慶美会 理事長 介護サービス事業者 

                                    ◎は会長、○は副会長          敬称略、順不同 
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◇ 日常生活圏域別の状況 
 

 

①面積・人口                                           （令和２（２０２０）年９月末時点） 

※面積は平成31（2019）年4月1日時点（合計は不詳を含む） 

 

②要介護・要支援認定者                     （令和２（２０２０）年９月末時点） 

圏 域 名 

認 定 区 分 

合 計 要支援 

１ 

要支援 

２ 

要介護 

１ 

要介護 

２ 

要介護 

３ 

要介護 

４ 

要介護 

５ 

 

谷津圏域 

（谷津、谷津町、奏の杜） 
215 89 313 159 160 140 78 1,154 

秋津圏域 

（袖ケ浦、秋津、香澄、茜浜、芝園） 
266 112 368 157 143 113 95 1,254 

津田沼・鷺沼圏域 

（津田沼、鷺沼、藤崎、鷺沼台） 
328 151 434 212 215 199 121 1,660 

屋敷圏域 

（花咲、屋敷、泉町、大久保、本大久保） 
214 222 388 231 163 139 119 1,476 

東習志野圏域 

（実籾、新栄、東習志野、実籾本郷） 
225 144 377 222 190 172 118 1,448 

習志野市内 計 1,248 718 1,880 981 871 763 531 6,992 

習志野市外 計 22 16 56 41 38 44 34 251 

市内＋市外  合 計 1,270 734 1,936 1,022 909 807 565 7,243 

  

圏 域 名 面 積 

年  齢 構 成          （単位：人） 

総人口 

(合計比) 

40歳未満 

(圏域内の比) 

40歳以上 
65歳未満 
(圏域内の比) 

65歳以上 

(圏域内の比) 

 
うち 

75歳未満 
うち 

75歳以上 

谷津圏域 

（谷津、谷津町、奏の杜） 
2.247㎞2 

38,501 

(22.0%) 

17,999 

(46.7%) 

13,171 

(34.2%) 

7,331 

(19.0%) 

3,810 

(9.9%) 

3,521 

(9.1%) 

秋津圏域 

（袖ケ浦、秋津、 

香澄、茜浜、芝園） 

6.152㎞2 
24,116 

(13.8%) 

7,830 

(32.5%) 

8,157 

(33.8%) 

8,129 

(33.7%) 

3,689 

(15.3%) 

4,440 

(18.4%) 

津田沼・鷺沼圏域 

（津田沼、鷺沼、藤崎、

鷺沼台） 

4.932㎞2 
46,694 

(26.6%) 

21,079 

(45.1%) 

16,154 

(34.6%) 

9,461 

(20.3%) 

4,492 

(9.6%) 

4,969 

(10.6%) 

屋敷圏域 

（花咲、屋敷、泉町、 

大久保、本大久保） 

2.939㎞2 
32,946 

(18.8%) 

13,318 

(40.4%) 

11,820 

(35.9%) 

7,808 

(23.7%) 

3,592 

(10.9%) 

4,216 

(12.8%) 

東習志野圏域 

（実籾、新栄、 

東習志野、実籾本郷） 

4.544㎞2 
33,001 

(18.8%) 

13,146 

(39.8%) 

11,780 

(35.7%) 

8,075 

(24.5%) 

3,927 

(11.9%) 

4,148 

(12.6%) 

合 計 20.97㎞2 
175,258 

(100.0%) 

73,372 

(41.9%) 

61,082 

(34.9%) 

40,804 

(23.3%) 

19,510 

(11.1%) 

21,294 

(12.2%) 
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③サービスの拠点・利用定員数など             （令和２（２０２０）年９月末時点） 

圏域名 
 

施設種類 

谷津圏域 秋津圏域 
津田沼・ 
鷺沼圏域 

屋敷圏域 
東習志野 
圏域 

合 計 
（谷津、谷津町、 
 奏の杜） 

（袖ケ浦、秋津、 
 香澄、茜浜、 
 芝園） 

（津田沼、鷺沼、 
 藤崎、鷺沼台） 

（花咲、屋敷、 
 泉町、大久保、 
 本大久保） 

（実籾、新栄、 
 東習志野、 
 実籾本郷） 

特別養護老人ホーム 

（介護老人福祉施設）※ 

拠点数 2 2 ー 1 2 7 

利用 
定員 

190 200 ー 150 180 720 

介護老人保健施設 

拠点数 ー 1 ー 1 ー 2 

利用 
定員 

ー 200 ー 29 ー 229 

軽費老人ホーム 

（ケアハウス） 

拠点数 ー 1 ー 1 1 3 

利用 
定員 

ー 50 ー 30 50 130 

養護老人ホーム 

拠点数 ー ー 1 ー ー 1 

利用 
定員 

ー ー 50 ー ー 50 

特定施設入所者生活介護 

（介護付有料老人ホーム） 

拠点数 2 ー 1 1 2 6 

利用 
定員 

139 ー 48 51 160 398 

認知症グループホーム 

（認知症対応型共同生活

介護） 

拠点数 3 2 2 1 3 11 

利用 
定員 

45 18 36 9 44 152 

小規模多機能型居宅

介護 

拠点数 1 ー 1 ー 1 3 

利用 
定員 

29 ー 29 ー 29 87 

ショートステイ 

（短期入所生活介護）※ 

拠点数 2 2 1 1 3 9 

利用 
定員 

30 50 4 20 50 154 

サービス付き高齢者

向け住宅 

拠点数 1 ー 2 ー ー 3 

戸数 29 ー 87 ー ー 116 

住宅型有料老人ホーム 

拠点数 ー ー 1 1 1 3 

利用 
定員 

ー ー 23 28 34 85 

シルバーハウジング 

拠点数 ー ー ー ー 1 1 

戸数 ー ー ー ー 50 50 

※令和 3（2021）年度開設予定を含む  
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◇ 第１号被保険者の保険料推計（計算経過） 
 

 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３か年の標準給付費見込額から第１号被

保険者の保険料月額を推計しています。 

推計には、習志野市における後期高齢者加入割合補正係数、所得段階別加入割合補正係数、

予定保険料収納率を別途計算し、計算過程に用いています。 

（数値は端数処理を行っているため、算式と合わない場合があります。） 

 
＜標準給付費見込額＞                          （単位：円） 

 
令和３ 

(2021)年度 
令和４ 

(2022)年度 
令和５ 

(2023)年度 
合 計 

居宅サービス費 5,462,484,000 5,873,083,000 6,367,790,000 17,703,357,000 

施設サービス費 3,060,712,000 3,437,405,000 3,515,352,000 10,013,469,000 

地域密着型サービス費 1,582,109,000 1,754,362,000 1,916,339,000 5,252,810,000 

居宅介護支援費 633,759,000 673,332,000 709,461,000 2,016,552,000 

特定福祉用具販売費 17,599,000 19,279,000 20,090,000 56,968,000 

住宅改修費 49,221,000 52,339,000 54,451,000 156,011,000 

特定入所者サービス費 209,314,783 196,801,214 202,232,845 608,348,842 

高額介護サービス費 382,396,231 426,695,616 484,548,809 1,293,640,656 

算定対象審査支払手数料 9,363,900 9,620,150 9,883,450 28,867,500 

標準給付費見込額 11,406,958,914 12,442,916,980 13,280,148,104 37,130,023,998 

 
＜地域支援事業費＞                                                  （単位：円） 

 
令和３ 

(2021)年度 
令和４ 

(2022)年度 
令和５ 

(2023)年度 
合 計 

介護予防・日常生活支援総合事業費 394,387,000 408,512,790 422,386,492 1,225,286,282 

包括的支援事業および任意事業費 276,468,000 281,169,308 278,276,013 835,913,321 

地域支援事業費 670,855,000 689,682,098 700,662,505 2,061,199,603 

標準給付費見込額に対する割合 5.9% 5.5% 5.3% 5.6% 

 
＜第１号被保険者負担分相当額＞ 
［第１号被保険者負担分相当額］ 
 
    ＝（［標準給付費見込額］＋［地域支援事業費］）×［第 1号被保険者負担割合］ 

    ＝（ 37,130,023,998 ＋ 2,061,199,603 ）× 0.23 ＝ 9,013,981,428 （円） 

 
＜調整交付金合計相当額＞ 
［調整交付金合計相当額］ 
 
＝［令和３（2021）年度標準給付費見込額＋令和３（2021）年度介護予防・日常生活支援総合事業費］× 0.05 

＋［令和４（2022）年度標準給付費見込額＋令和４（2022）年度介護予防・日常生活支援総合事業費］× 0.05 

＋［令和５（2023）年度標準給付費見込額＋令和５（2023）年度介護予防・日常生活支援総合事業費］× 0.05 
 
＝（ 11,406,958,914 ＋ 394,387,000 ） × 0.05 

＋ （ 12,442,916,980 ＋ 408,512,790 ） × 0.05 

＋ （ 13,280,148,104 ＋ 422,386,492 ） × 0.05 

＝ 1,917,765,514 （円）  
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＜後期高齢者加入割合補正係数＞ 

 
高齢者 
合計 

前期 
高齢者 

数 
割合 

後期 
高齢者

数 

    
割合 75- 

84歳 
割合 

85歳 
以上 

割合 

令和３ 
(2021)年度 

41,485人 19,219人 46.33％ 22,266人 15,489人 37.34％ 6,777人 16.34％ 53.67％ 

令和４ 
(2022)年度 

41,694人 18,245人 43.76％ 23,449人 16,164人 38.77％ 7,285人 17.47％ 56.24％ 

令和５ 
(2023)年度 

42,016人 17,601人 41.89％ 24,415人 16,804人 39.99％ 7,611人 18.11％ 58.11％ 

平均 前・後期 
高齢者加入割合 

 43.98％      56.02％ 

 

※  令和3（2021）年度より、調整交付金における後期高齢者加入割合補正係数の計算にあた

って、現行の要介護認定率により重み付けを行う方法から、介護給付費により重み付けを行う方

法に見直すことになります。 

    それに伴い、調整交付金の割合に一定の影響があるため、第8期計画期間（令和3（2021）

年度～令和５（2023）年度）においては、以下のとおり激変緩和措置が講じられます。 

 

 

① 要介護認定率により重み付けを行う後期高齢者加入割合補正係数 
   ［全国平均前期高齢者割合］×［全国平均前期高齢者要介護等発生率］ 

  ＋［全国平均 75～84歳後期高齢者割合］×［全国平均 75～84歳後期高齢者要介護等発生率］ 

  ＋［全国平均 85歳以上後期高齢者割合］×［全国平均 85歳以上後期高齢者要介護等発生率］ 
＝ ───────────────────────────────────────── 

   ［習志野市前期高齢者割合］×［全国平均前期高齢者要介護等発生率］ 

  ＋［習志野市 75～84歳後期高齢者割合］×［全国平均 75～84歳後期高齢者要介護等発生率］ 

  ＋［習志野市 85歳以上後期高齢者割合］×［全国平均 85歳以上後期高齢者要介護等発生率］ 

 
 令和３（２０２１）年度  
   0.4786 × 0.0428 ＋ 0.3478 × 0.1883 + 0.1735 × 0.5897 
＝ ─────────────────────────────── ≒  1.0096 
   0.4633 × 0.0428 ＋ 0.3734 × 0.1883 ＋ 0.1634 × 0.5897 
 
 令和４（2022）年度  
   0.4625 × 0.0430 ＋ 0.3589 × 0.1878 + 0.1786 × 0.5904 
＝ ─────────────────────────────── ≒  0.9895 
   0.4376 × 0.0430 ＋ 0.3877 × 0.1878 ＋ 0.1747 × 0.5904 
 
 令和５（2023）年度  
   0.4444 × 0.0430 ＋ 0.3726 × 0.1868 + 0.1830 × 0.5921 
＝ ─────────────────────────────── ≒  0.9856 
   0.4189 × 0.0430 ＋ 0.3999 × 0.1868 ＋ 0.1811 × 0.5921 
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② 介護給付費により重み付けを行う後期高齢者加入割合補正係数 

    ［全国平均前期高齢者割合］×［全国平均前期高齢者一人当たり給付費］ 

   ＋［全国平均 75～84歳後期高齢者割合］×［全国平均 75～84歳後期高齢者一人当たり給付費］ 

   ＋［全国平均 85歳以上後期高齢者割合］×［全国平均 85歳以上後期高齢者一人当たり給付費］ 
＝ ────────────────────────────────────────── 

    ［習志野市前期高齢者割合］×［全国平均前期高齢者一人当たり給付費］ 

   ＋［習志野市 75～84歳後期高齢者割合］×［全国平均 75～84歳後期高齢者一人当たり給付費］ 

   ＋［習志野市 85歳以上後期高齢者割合］×［全国平均 85歳以上後期高齢者一人当たり給付費］ 

 
 令和３（２０２１）年度  
   0.4786 × 3,979 ＋ 0.3478 × 18,287 + 0.1735 × 81,065 
＝ ─────────────────────────────── ≒  1.0188 
   0.4633 × 3,979 ＋ 0.3734 × 18,287 ＋ 0.1634 × 81,065 
 

 令和４（2022）年度  
   0.4625 × 3,979 ＋ 0.3589 × 18,287 ＋ 0.1786 × 81,065 
＝ ─────────────────────────────── ≒  0.9952 
   0.4376 × 3,979 ＋ 0.3877 × 18,287 ＋ 0.1747 × 81,065 
 
 令和５（2023）年度  
   0.4444 × 3,979 ＋ 0.3726 × 18,287 ＋ 0.1830 × 81,065 
＝ ─────────────────────────────── ≒  0.9897 
   0.4189 × 3,979 ＋ 0.3999 × 18,287 ＋ 0.1811 × 81,065 

 

 

③ 第８期計画における後期高齢者加入割合補正係数（３年間の激変緩和措置） 
    ①［要介護認定率により重み付けを行う後期高齢者加入割合補正係数］ 

  ＋ ②［介護給付費により重み付けを行う後期高齢者加入割合補正係数］ 
＝ ─────────────────────────────── 
                                2 
 
 令和３（２０２１）年度  
    1.0096 ＋ 1.0188 
＝ ─────────── ≒  1.0142 
            2 
 
 令和４（2022）年度  
    0.9895 ＋ 0.9952 
＝ ─────────── ≒  0.9924 
            2 
 
 令和５（2023）年度  
    0.9856 ＋ 0.9897 
＝ ─────────── ≒  0.9877 
            2 
 
  



第４編 資料編 

  

 

- 193 - 

 

＜所得段階別加入割合＞ 

 
令和３ 

(2021)年度 
令和４ 

(2022)年度 
令和５ 

(2023)年度 

第１段階 15.5% 15.5% 15.5% 

第２段階 6.7% 6.7% 6.7% 

第３段階 6.5% 6.5% 6.5% 

第４段階 14.0% 14.0% 14.0% 

第５段階 13.3% 13.3% 13.3% 

第６段階 11.3% 11.3% 11.3% 

第７段階 15.7% 15.7% 15.7% 

第８段階 8.1% 8.1% 8.1% 

第９段階 8.9% 8.9% 8.9% 

 
（注）所得段階別加入割合補正係数の算定に用いる所得段階の内訳は以下のとおりである。 
 
第 1段階 ： 生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で市町村民税世帯非課税、 
           市町村民税世帯非課税で、公的年金などの収入金額とその他の合計所得金額の合計額 
           が 80万円以下の者 
第 2段階 ： 市町村民税世帯非課税で、公的年金などの収入金額とその他の合計所得金額の合計額 
           が 80万円超 120万円以下の者 
第 3段階 ： 市町村民税世帯非課税で、公的年金などの収入金額とその他の合計所得金額の合計額 
           が 120万円超の者 
第 4段階 ： 市町村民税本人非課税で、公的年金などの収入金額とその他の合計所得金額の合計額 
           が 80万円以下の者 
第 5段階 ： 市町村民税本人非課税で、公的年金などの収入金額とその他の合計所得金額の合計額 
           が 80万円超の者 
第 6段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 120万円未満の者 
第 7段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 120万円以上 200万円未満の者 
第 8段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 200万円以上 300万円未満の者 
第 9段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 300万円以上 400万円未満の者 

 
 

＜所得段階別加入割合補正係数＞ 
［所得段階別加入割合補正係数］ 
＝  １ － ｛0.5 × （［第 1段階被保険者割合］－［全国平均第 1段階被保険者割合］） 
      ＋0.25 × （［第 2段階被保険者割合］－［全国平均第 2段階被保険者割合］） 
      ＋0.25 × （［第 3段階被保険者割合］－［全国平均第 3段階被保険者割合］） 
      ＋0.1  × （［第 4段階被保険者割合］－［全国平均第 4段階被保険者割合］） 
      －0.2  × （［第 6段階被保険者割合］－［全国平均第 6段階被保険者割合］） 
      －0.3  × （［第 7段階被保険者割合］－［全国平均第 7段階被保険者割合］） 
      －0.5  × （［第 8段階被保険者割合］－［全国平均第 8段階被保険者割合］） 
      －0.7  × （［第 9段階被保険者割合］－［全国平均第 9段階被保険者割合］）｝ 

 
＝  １ －｛ 0.5 × （ 0.155 － 0.1771 ） ＋ 0.25 × （ 0.067 － 0.0858 ）  

＋ 0.25 ×（ 0.065 － 0.0785 ） ＋ 0.1 × （ 0.14 － 0.1218 ） 
－ 0.2 × （ 0.113 － 0.1423 ） － 0.3 × （ 0.157 － 0.1366 ） 
－ 0.5 × （ 0.081 － 0.0599 ） － 0.7 × （ 0.089 － 0.0613 ）｝ 

≒ 1.0475 
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＜調整交付金見込額＞ 
［調整交付金見込割合］ 
＝ （［第 1号被保険者負担割合］＋［全国平均調整交付金交付割合］） 
   －［第 1号被保険者負担割合］×［後期高齢者加入割合補正係数］ 
   ×［所得段階別加入割合補正係数］ 
 
 令和３（２０２１）年度  
＝ （ 0.23 ＋ 0.05 ） － 0.23 × 1.0142 × 1.0475 ≒ 0.0357 
 
 令和４（2022）年度  
＝ （ 0.23 ＋ 0.05 ） － 0.23 × 0.9924 × 1.0475 ≒ 0.0409 
 
 令和５（2023）年度  

＝ （ 0.23 ＋ 0.05 ） － 0.23 × 0.9877 × 1.0475 ≒ 0.0420 
 
［調整交付金見込額］ 
＝ （［令和３（２０２１）年度標準給付費見込額］＋［令和３（２０２１）年度介護予防・日常生活支援総合事業費］） 

  ×［令和３（２０２１）年度調整交付金見込割合］ 

  ＋（［令和４（2022）年度標準給付費見込額］＋［令和４（2022）年度介護予防・日常生活支援総合事業費］） 

  ×［令和４（2022）年度調整交付金見込割合］ 

  ＋（［令和５（2023）年度標準給付費見込額］＋［令和５（2023）年度介護予防・日常生活支援総合事業費］） 

  ×［令和５（2023）年度調整交付金見込割合］ 

 

＝ （ 11,406,958,914 ＋ 394,387,000 ） × 0.0357 
  ＋（ 12,442,916,980 ＋ 408,512,790 ） × 0.0409 

 ＋（ 13,280,148,104 ＋ 422,386,492 ） × 0.0420 
≒ 1,522,437,000 （円） 
 
 
＜財政安定化基金拠出金見込額＞ 
千葉県では拠出率を 0％とするため、財政安定化基金拠出金見込額は発生しない。 
 
 
＜介護給付費準備基金取崩額＞ 
［介護給付費準備基金取崩額］ ＝ 1,028,000,000 （円） 
 
 
＜保険者機能強化推進交付金などの交付見込額＞ 

［保険者機能強化推進交付金などの交付見込額］ 
＝ ［令和３（２０２１）年度保険者機能強化推進交付金見込額］ × ［３年間］ 
  ＋ ［令和３（２０２１）年度努力支援交付金見込額］ × ［３年間］ 
＝ 22,016,000 × 3 ＋ 23,436,000 × 3 
＝ 136,356,000 （円） 
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＜保険料収納必要額＞ 
［保険料収納必要額］ 
 ＝ ［第１号被保険者負担分相当額］＋［調整交付金合計相当額］ 

 －［調整交付金見込額］＋［財政安定化基金拠出金見込額］ 
 －［介護給付費準備基金取崩額］ 
 －［保険者機能強化推進交付金などの交付見込額］ 
 

 ＝ 9,013,981,428 ＋ 1,917,765,514 
 － 1,522,437,000 ＋ 0 
 － 1,028,000,000 
 － 136,356,000 

 ＝ 8,244,953,942 （円） 
 

 
＜予定保険料収納率＞ 
 ［予定保険料収納率］＝ 0.98 
 
 
＜所得段階別加入割合補正後被保険者数＞ 

 （単位：人） 

所得段階 
被保険者見込み数 

基準額に 
対する割合 令和３ 

(2021)年度 
令和４ 

(2022)年度 
令和５ 

(2023)年度 

1 6,447 6,479 6,529 0.47 ％ 

2 2,763 2,777 2,798 0.65 ％ 

3 2,705 2,719 2,739 0.72 ％ 

4 5,825 5,854 5,899 0.9  ％ 

5 5,509 5,537 5,580 1.0  ％ 

6 4,696 4,720 4,756 1.1  ％ 

7 6,509 6,542 6,593 1.3  ％ 

8 3,352 3,369 3,395 1.5  ％ 

9 1,522 1,530 1,542 1.65 ％ 

10 709 713 718 1.8  ％ 

11 365 367 370 1.9  ％ 

12 207 208 210 2.0  ％ 

13 133 133 134 2.15 ％ 

14 178 179 181 2.3  ％ 

15 237 238 240 2.45 ％ 

16 328 329 332 2.5  ％ 

合計 41,485 41,969 42,016 ― 

補正後 
被保険者数 

43,171 43,388 43,726 ― 
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（注）所得段階の内訳は以下のとおりである。 
 
第 1段階 ： 生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で市町村民税世帯非課税、 

  市町村民税世帯非課税で、公的年金などの収入金額とその他の合計所得金額の合計額 

  が 80万円以下の者 
第 2段階 ： 市町村民税世帯非課税で、公的年金などの収入金額とその他の合計所得金額の合計額 

  が 80万円超 120万円以下の者 
第 3段階 ： 市町村民税世帯非課税で、公的年金などの収入金額とその他の合計所得金額の合計額 

  が 120万円超の者 
第 4段階 ： 市町村民税本人非課税で、公的年金などの収入金額とその他の合計所得金額の合計額 

  が 80万円以下の者 
第 5段階 ： 市町村民税本人非課税で、公的年金などの収入金額とその他の合計所得金額の合計額 

  が 80万円超の者 

第 6段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 120万円未満の者 
第 7段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 120万円以上 200万円未満の者 
第 8段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 200万円以上 300万円未満の者 
第 9段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 300万円以上 400万円未満の者 
第10段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 400万円以上 500万円未満の者 
第11段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 500万円以上 600万円未満の者 

第12段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 600万円以上 700万円未満の者 

第13段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 700万円以上 800万円未満の者 

第14段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 800万円以上 1,000万円未満の者 

第15段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 1,000万円以上 1,500万円未満の者 

第16段階 ： 市町村民税課税で、合計所得金額が 1,500万円以上の者 

 

 
＜保険料基準額＞ 
［保険料基準額］＝［保険料収納必要額］÷［予定保険料収納率］ 
               ÷（［令和３（２０２１）年度所得段階別加入割合補正後被保険者数］ 
               ＋ ［令和４（2022）年度所得段階別加入割合補正後被保険者数］ 
               ＋ ［令和５（2023）年度所得段階別加入割合補正後被保険者数］） 
 
               ＝ 8,244,953,942 ÷ 0.98 ÷ （ 43,171 ＋ 43,388 ＋ 43,726 ） 
               ≒ 64,570 （年額：円） 
               ≒ 5,381 （月額：円） 
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◇ 用語集 
 

■あ 行  

ＩＡＤＬ 

「Instrumental Activities of Daily Living」の略で、「手段的日常生活動作」という

意味になります。電話の使い方、買い物、家事、移動や外出、金銭管理など、高次の生活

機能の水準を測定するもので、在宅生活の可能性を検討する場合に重要な指標になると

されています。 

ＩＣＴ 

「Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」の略で、通信技術を活用した

コミュニケーションのことです。パソコン、スマートフォン等、さまざまな形状のコンピューター

を使った情報処理や通信技術の総称です。 

アセスメント 

ケアマネジメントに先立って行われる第一段階における「評価」「査定」のことを指しま

す。ケアプランの作成の際に、今後のケアに必要な見通しや方針をたてるために行われ、

介護サービス利用者が何を求めているのか正しく知り、残っている能力や、すでに実施さ

れているサービス、生活環境などを把握、生活全般の課題を抽出して今後どのような介護

サービスが必要か整理するものです。 

新しい生活様式 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、国が公表した行動指針を指しま

す。「買い物」「娯楽・スポーツ等」「食事」「公共交通機関の利用」「冠婚葬祭や親族行

事」について、実践例が示されています。 

一般介護予防

事業 

介護予防・日常生活支援総合事業に位置づけられ、第１号被保険者のすべての人とそ

の支援のための活動にかかわる人を対象として実施するものです。介護予防把握事業、

介護予防普及啓発事業、地域介護予防活動支援事業、一般介護予防事業評価事業、地

域リハビリテーション活動支援事業の５つの事業があります。 

一般高齢者 65歳以上の高齢者で、要支援・要介護の認定を受けていない人を指します。 

医療ソーシャル

ワーカー 

保健医療分野におけるソーシャルワーカー（社会福祉士）であり、主に病院において

「疾病を有する患者などが、地域や家庭において自立した生活を送ることができるよう、社

会福祉の立場から、患者や家族の抱える心理的・社会的な問題の解決・調整を援助し、

社会復帰の促進を図る」専門職を指します。 

インフォーマル

サービス 

公的機関や専門職による制度に基づくサービスや支援（フォーマルサービス）以外の支

援を指します。家族、友人、ボランティア、ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）等の制度に基

づかない援助などを言います。 

運動器 
身体活動を担う筋・骨格・神経系の総称です。筋肉、腱、靭帯、骨、関節などの身体運動

に関わるいろいろな組織・器官によって構成され、その総称として「運動器」と言います。 

ＮＰＯ 

「Non-profit Organization」の略で、民間の非営利組織を指します。福祉やまちづく

り、環境の保全、国際協力などのさまざまな社会貢献活動を行っている団体が含まれま

す。「ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）」は、そうした市民活動団体のうち、「特定非営利

活動促進法（通称：ＮＰＯ法）」により法人格を取得した団体を言います。 

 
■か 行 

 

介護給付適正

化システム 

不適切なサービスの解消および不正の根絶のために、通常の介護給付費審査で検出

困難な不適切もしくは不正な事業所や利用者を発見し、介護給付の適正化に活用するた

めのシステムです。 

介護保険運営

協議会 

市町村が設置・運営する審議機関で、介護保険事業の実施、「介護保険事業計画」の

策定などの必要事項について協議を行います。一般的な構成員は、被保険者、学識経験

者、保健・医療・福祉関係者、介護サービス事業者などです。 
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介護保険法 

平成９（１９９７）年に制定され、同１２（２０００）年４月１日より施行された法律で、社会

保険方式により、介護が必要になった人に要介護などの認定の上、介護サービスの給付

を行うことで介護する家族の負担を軽減し、社会全体で介護を支える仕組みとして誕生し

た「介護保険制度」について、介護報酬や事業者指定に関すること等も含めて定めたもの

です。「介護保険」は、市町村が保険者となって運営する公的保険です。 

介護予防 

家に閉じこもりがちな高齢者、要介護状態になるおそれのある高齢者などに対し、自立

支援に向けた通所などによる各種サービスを提供することによって、社会的孤立感の解

消、要介護状態の予防を行うことです。 

介護保険制度の中では、介護保険本体の介護予防給付と、市町村の「地域支援事

業」として実施される介護予防・日常生活支援総合事業に整理されます。 

介護予防・日常

生活支援総合

事業 

平成２６（２０１４）年の介護保険法改正により、市町村の実施する「地域支援事業」に

新たに位置づけられた事業です。市町村が中心となり、地域の実情に応じて、住民などの

多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することで、地域の支え合い体制を推進し、

要支援者や事業対象者、一般高齢者に対する効果的かつ効率的な支援を目指す事業で

す。「総合事業」と通称されます。本市では、平成２７（２０１５）年度から開始しています。 

居宅介護支援

事業所 

介護保険による居宅サービス等を適切に利用できるよう、心身の状況・本人や家族の

希望を受けて、利用するサービスの種類や内容などの計画（ケアプラン）を作成するととも

に、サービス提供確保のため事業者と連絡調整などを行う事業所のことです。 

緊急情報メール 

災害情報や竜巻情報などの気象情報、犯罪・防犯に関する情報など、９つのカテゴリの

中から必要な項目を選択し、携帯電話（スマートフォン）やパソコン等に緊急情報をリアル

タイムに配信するものです。緊急情報サービス「ならしの」と言います。 

ケアマネジャー 

（介護支援専門

員） 

要介護者または要支援者からの相談に応じ、要介護者または要支援者がその心身の

状況に応じて適切な居宅サービスまたは施設サービスを利用できるようケアプランの作成

や、市町村、居宅サービス事業者や介護保険施設などとの連絡調整を行う人を言います。 

ＫＤＢシステム 

国保連合会が保険者の委託を受けて行う各種業務を通じて管理する「特定健康診査・

特定保健指導」、「医療（後期高齢者医療を含む）」、「介護保険」等の情報を活用し、統

計情報や「個人の健康に関する情報」を提供し、保険者の効率的かつ効果的な保健事業

の実施をサポートすることを目的とした構築されたシステムを言います。地域の現状把握

や健康課題を明確にすることが容易となります。 

軽費老人ホーム 

（ケアハウス） 

身体機能が低下し、自立して生活することに不安がある高齢者が、無料または低額な

料金で入所する施設です。介護保険の「特定施設入居者生活介護」に指定された場合

は、当該施設で行われる日常生活などのサービスも介護サービスとして扱われます。 

現役世代 
主に２０歳から６０歳までの保険料を納めて公的年金制度を支えている世代を指しま

す。 

健康寿命 
日常的・継続的な医療・介護に依存しないで、自分の心身で生命維持し、自立した生

活ができる生存期間を指します。 

後期高齢者医

療 

平成２０（２００８）年４月から開始された新しい医療保険制度で、７５歳以上の「後期高

齢者」を対象とします（一定の障がいがある場合は６５歳以上が対象）。それまでの老人

保健法による医療に代わるもので、医療制度改革の一環として創設され、各都道府県内

のすべての市町村が加入する「後期高齢者医療広域連合」が運営主体になります。 

高齢化率 

総人口に占める高齢者（６５歳以上）人口の割合のことで、一般にこの割合が７％を超

えると「高齢化社会」、14％を超えると「高齢社会」、21％を超えると「超高齢社会」と呼

ばれます。 

高齢者等実態

調査 

本計画の策定に先立ち、基礎資料を収集する目的として、要介護・要支援認定者や認

定を受けていない一般高齢者、介護保険施設利用者、一般若年者、サービス提供事業者

を対象に実施したアンケート調査です。国が実施するよう求めている「介護予防・日常生

活圏域ニーズ調査」の調査項目を含めて実施しています。 
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高齢者向け優

良賃貸住宅 

「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づいて建築された高齢者向けの賃貸

住宅を指し、「高優賃」と通称されますが、平成２３（２０１１）年１０月に制度が廃止され、

後継として「サービス付き高齢者向け住宅」の登録が開始されました。 

国保連合会 

国民健康保険団体連合会の通称であり、国民健康保険法に基づき、会員である保険

者（市町村および国保組合）が共同して、国民健康保険事業の目的を達成するために必

要な事業を行うことを目的にして設立された公的法人です。国民健康保険の持つ地域医

療保険としての特性を活かすために各都道府県に１団体、設立されています。 

 
■さ 行 

 

サービス付き高

齢者向け住宅 

「高齢者の居住の安定確保に関する法律」の改正により創設された、介護・医療と連携

して高齢者の安心を支えるサービスを提供する、バリアフリー構造を有する住宅のことで

す。 

在宅介護実態

調査 

本計画の策定に先立ち、基礎資料を収集する目的として、在宅で要支援・要介護認定

を受けていて、認定更新、認定区分変更の申請を行い、市認定調査員による介護認定状

況調査を行った人を対象に実施した調査です。「高齢者などの適切な在宅生活の継続」

と「家族など介護者の就労継続」の実現に向けた介護サービスのあり方を検討することを

目的としています。 

指定管理者 

地方自治体が住民の福祉増進を目的として設置した施設（公の施設）を、民間事業

者・団体などを指定して管理運営させる制度を「指定管理者制度」と言い、指定された事

業者・団体などを「指定管理者」と言います。 

指定事業者 
市町村が介護保険法に基づき、事業所ごとに指定する地域密着型サービス事業者お

よび居宅介護支援事業者です。 

市民カレッジ 

市民のまちづくりに対する意識を醸成し、生涯を通じて地域で活動できる礎および仲間

を作ることを目的として設置しているカレッジを指します。座学だけでない体験型授業、各

分野の専門家による講義、人前で発表する能力と経験が身につく、知的関心の高い仲間

づくり等の特徴があります。 

市民後見人 

社会貢献への意欲が高い一般市民の人で、市町村が実施する養成研修を受講し、成

年後見に関する一定の知識・態度を身に付けた人の中から、家庭裁判所により成年後見

人などとして選任された人のことを言います。 

社会福祉協議

会 

社会福祉法により設置される、社会福祉活動の推進を目的とした非営利の民間組織

（社会福祉法人）で、一般に「社協」と呼ばれています。全国社協、都道府県社協、市区町

村社協があり、各種の福祉サービスや相談援助サービスといった地域に密着した活動に

より地域福祉の向上に取り組んでいます。 

習志野市社会福祉協議会では『習志野市ボランティア・市民活動センター』を設置して

おり、習志野市のボランティア活動の拠点として、ボランティアの育成・登録・紹介などを行

っています。 

社会福祉法人 

社会福祉法に基づき、社会福祉事業を行うことを目的として設立された法人です。公益

性が高い法人のため、設立要件が厳しくされています。税制上の優遇措置がとられる一

方で、自主的な事業経営の基盤強化、透明性の確保、提供するサービスの質の向上とい

った観点が求められています。 

住民基本台帳 氏名、生年月日、性別、住所などが記載された住民票を編成したものです。 

縦覧点検 
過去に介護給付費を支払った請求について、複数月の請求における算定回数の確認

やサービス間・事業所間の給付の整合性を確認して審査を行うものです。 

シルバー人材セ

ンター 

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づいて、市区町村ごとに設置されて

いる営利を目的としない公益法人です。健康で働く意欲のある高齢者の方々が会員とな

り、地域の公共団体や民間企業、家庭などから仕事を引き受け、働くことを通して社会に

参加することを目的としています。 
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シルバーハウジ

ング 

高齢者の生活特性に配慮した設備を備え、ライフサポートアドバイザー（ＬＳＡ:生活援助

員）を配置して、福祉サービスが適切に受けられるよう配慮された住宅です。 

人口推計結果

報告書 

令和２（２０２０）年度からの習志野市後期基本計画策定に向けた基礎資料として、令

和２（２０２０）年度から令和３１（２０４９）年度までの３０年間の人口推計をまとめたもので

す。 

水防法・土砂災

害防止法 

水防法は、洪水または高潮に際し、水災を警戒、防御し、およびこれに因る被害を軽減

し、公共の安全を保持することを目的として制定された法律です。 

土砂災害防止法とは、土砂災害から国民の生命を守るため、土砂災害のおそれのある

区域について危険の周知、警戒避難態勢の整備、住宅などの新規立地の抑制、既存住

宅の移転促進などのソフト対策を推進するものとして制定された法律です。。 

スポーツ推進委

員 

スポーツ基本法に基づき、本市教育委員会より委嘱された人を指します。市全体の立

場に立って、「する・みる・支える 習志野のスポーツ」を推進しています。市民スポーツ指導

員でもあります。 

生活支援コーデ

ィネーター 

介護予防・生活支援の基盤整備に向けて、地域の社会資源発掘やネットワーク構築を

実施し、地域の支援ニーズとサービス提供主体の活動をマッチングして、生活支援サービ

スが必要な人に適切なサービスを提供するコーディネーターのことを指します。市町村全

域を対象とした「第１層」と、日常生活圏域を対象とした「第２層」それぞれに配置されま

す。 

生活支援サービ

ス 

配食サービス、外出の付き添い、住民ボランティアが行う見守り等、高齢者が日常生活

を営むために必要なサービスであって、介護保険適用外のサービスを指します。 

生活習慣病 
食事・運動・休養・喫煙・飲酒・ストレス等の生活習慣が、その発症や進行に関与する病

気のことを指します。糖尿病、脂質異常症、高血圧、がん、脳卒中、心臓病など 

成年後見制度 

認知症、知的障がい、精神障がい等により、判断能力が不十分な人の法律行為（財産

管理や契約の締結など）を家庭裁判所が選任した成年後見人などが、本人を代理して契

約を行い、同意なく結んだ不利益な契約を取り消す等の保護や支援を行う民法の制度で

す。制度の利用には、家庭裁判所に本人、配偶者、四親等内の親族が申し立てを行うこと

になります。なお、身寄りのない人の場合、市町村長に申立て権が付与されています。 

総合型地域ス

ポーツクラブ 

市と市民とが協働で立ち上げ、地域の人の手で自主的に運営されている、「誰でも」

「いつでも」「世代を超えて」「好きなレベルで」「いろいろなスポーツを」楽しむことができ

る地域密着型のスポーツクラブのことを言います。スポーツを通じた健康づくりや地域の

人とのコミュニケーションづくりにも役立っています。 

 
■た 行 

 

団塊の世代 

（団塊ジュニア

の世代） 

団塊の世代は、戦後の第一次ベビーブーム期（昭和２２年から昭和２４年）に生まれ、日

本の高度成長期とともに育った世代を指します。令和７（２０２５）年には、すべての団塊の

世代が７５歳以上の後期高齢者となり、他世代と比較しても人口規模が大きいことから、

年金や保険、医療費など、さまざまな分野に影響がでるものとされています。 

団塊ジュニアの世代は、第二次ベビーブーム期（昭和４６年から昭和４９年）に生まれた

世代を指します。令和２２（２０４０）年には、すべての団塊ジュニアの世代が６５歳以上の

高齢者となり、団塊の世代と同様、社会保障へ大きく影響が及ぶものとされています。 

地域介護予防

活動 

地域の住民が主体である、高齢者の介護予防を目的とした「通いの場」（サロン）等を

言います。本市では、てんとうむし体操（転倒予防体操）、地域テラス等を指します。 

地域共生社会 

高齢化や人口減少が進む中で、制度や分野などの縦割りや「支え手」、「受け手」とい

う関係性を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と地域資源などが

世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創

っていく社会を指します。国が目指す、長期的な方向性として位置づけられています。 
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地域支え合い

推進協議会 

「介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）」における地域での生活支援・介護

予防サービスの体制整備に向けて多様な主体の参画が求められることから、本市が中心

となって、地域の生活支援・介護予防サービスの提供にかかわる多様な事業主体と情報

共有を図り、連携・協働による取り組みを協議する場として、平成２８（２０１６）年度から令

和元（２０19）年度に実施したものです。 

地域支援事業 

市町村が、被保険者が要介護・要支援状態になることを予防するとともに、要介護状態

となった場合でも可能な限り地域で自立した日常生活を営むことができるよう支援するた

めのサービスを提供する事業のことで、「介護予防・日常生活支援総合事業」「包括的支

援事業」「任意事業」があります。 

地域包括ケアシ

ステム 

高齢者が要介護状態になっても、できる限り住み慣れた地域において継続して生活で

きるよう、「医療」「介護」「介護予防」「住まい（生活の場）」「生活支援」を一体的に提供

していくという考え方に基づいた仕組みです。 

地域包括ケア

「見える化」シス

テム 

都道府県・市町村における介護保険事業計画などの策定・実行を総合的に支援するた

めの情報システムです。介護保険に関連する情報をはじめ、地域包括ケアシステムの構築

に関するさまざまな情報が本システムに一元化され、かつグラフ等を用いた見やすい形で

示されています。 

地域密着型サ

ービス 

介護が必要となっても誰もが住み慣れた地域で生活を続けられるよう、「地域ケア」や

「認知症ケア」を推進する観点から、地域の特性に応じて提供される介護サービスです。 

利用者は原則として、事業所のある市区町村の住民に限定され、市区町村が事業者の

指定や監督を行います。 

ちば医療なび 

千葉県医療情報提供システムの略称であり、病院、診療所、助産所および薬局などの

医療施設から、千葉県へ報告された当該医療施設の有する医療および薬局機能に関す

る情報について、地域の住民・患者に分かりやすい形で提供することにより、医療施設の

適切な選択を支援するサービスを言います。 

千葉県オレンジ

連携シート 

さまざまな専門職が認知症の人を支援するための情報伝達を行う際に、千葉県全域で

利用可能なツールとして作成されたものです。 

特定健康診査 

４０歳以上７５歳未満の人に対して、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の早期

発見を目的として医療保険者が行う健康診査のことです。 

なお、特定健康診査によりメタボリックシンドローム、あるいはその予備群であることが

判明した人に対して実施される保健指導を「特定保健指導」と言います。 

特別養護老人

ホーム（介護老

人福祉施設） 

老人福祉法および介護保険法で規定された施設の一つで、居宅での介護が困難な要

介護者に対し、入浴、排せつ、食事などの日常生活の介護、機能訓練、健康管理、療養上

の世話を行う施設です。「特養」と通称されます。「ユニット型個室」、「多床室」等、４種類

の居室タイプがあります。 

 
■な 行 

 

習志野市都市

マスタープラン 

都市計画法に規定された「市町村の都市計画に関する基本的な方針」として策定した

ものです。本市の自然、文化、産業などの特性を踏まえた上で、本市の将来都市像と都市

づくりの目標を示すとともに、市民参加を基調としたまちづくりの取り組みを明らかにしよう

とするものです。 

習志野市ボラン

ティア・市民活

動センター 

社会福祉協議会が設置しているもので、ボランティア活動や市民活動に関する相談や

情報提供、活動先の紹介などを行っています。また、NPO・ボランティア団体などの活動支

援や講座、セミナー等の学習の機会を設けています。 

日常生活圏域 

介護保険法において、市町村介護保険事業計画において定めることとされている地域

です。住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事情や介護サー

ビス等の整備状況などを総合的に勘案して定めることとされています。 
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日常生活自立

度 

高齢者の認知症や障がいの程度を踏まえた日常生活での自立の程度を表す指標で

す。 

認知症 

成人に起こる認知機能の障がいであり、記憶、判断、言語、感情などが減退し、その減

退が一過性でなく慢性に持続することによって、日常生活に支障をきたした状態のことで

す。 

認知症施策推

進大綱 

認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる「共生」を目指し、「認

知症バリアフリー」の取り組みを進めていくとともに、「共生」の基盤のもと、通いの場の拡

大など「予防」の取り組みを進めていくため、令和元（２０１９）年６月に国がとりまとめたも

のです。 

「共生」とは、認知症の人が尊厳と希望を持って認知症とともに生きる、また、認知症が

あってもなくても同じ社会でともに生きる、という意味を指します。「予防」とは、「認知症に

なるのを遅らせる」「認知症になっても進行を緩やかにする」という意味を指します。 

ノンステップバス 出入口の段差を無くして乗降性を高めた低床バスのことを言います。 

 
■は 行 

 

バリアフリー 

高齢者や障がいのある人が、社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去

するという意味の語です。元々は住宅建築用語として登場し、主に段差などの物理的障壁

の除去を意味していましたが、現在では、より広く高齢者や障がいのある人の社会参加を

困難にしている社会的、制度的、心理的なすべての障壁の除去という意味でも用いられる

ようになっています。 

ハローワーク 

公共職業安定所のことを指し、民間の職業紹介事業などでは就職へ結びつけることが

難しい就職困難者を中心に支援する最後のセーフティネットとしての役割を担っています。 

地域の総合的雇用サービス期間として、職業紹介、雇用保険、雇用対策などの業務を

一体的に実施しています。 

フレイル 
加齢に伴う予備能力低下のため、ストレスに対する回復力が低下した状態のことを言

います。要介護状態に至る前段階として位置づけられています。 

ヘルパー（訪問

介護員） 

介護保険法において、訪問介護を行う者で訪問介護員とも言います。食事、排せつ、入

浴などの介助（身体介護・生活援助）等の生活支援を行います。 

法人後見 

社会福祉法人や社団法人、ＮＰＯ等の法人が、成年後見人、保佐人もしくは補助人（以

下「成年後見人など」）になり、親族などが個人で成年後見人などに就任した場合と同様

に、判断能力が不十分な人の保護・支援を行うことを言います。 

保健福祉サービ

ス 

児童福祉・高齢者福祉・介護保険制度・障がい者福祉・生活保護に関係した金銭およ

び物品の給付、施設入所、処遇内容、利用契約の締結や履行に関するサービスです。 

 
■ま 行 

 

民生委員・児童

委員 

民生委員は、厚生労働省から委嘱され、それぞれの地域において常に住民の立場に立

って相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に努める人を指します。児童委員を

兼ねています。児童委員は、地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるように、子どもた

ちを見守り、子育ての不安や妊娠中の心配ごと等の相談・支援などを行います。 

まちづくり出前

講座 

本市の職員が勉強会に出向き、市政についてお話しをします。市民の皆さまと協働した

まちづくりを行い、開かれた市役所を実現するために行政情報を積極的に提供することを

目的としています。 

モニタリング 

本市と指定管理者が協定で締結したサービスの履行確認や安全管理、法令順守など

の指定管理者が守るべき事項についてチェックを行い、業務実施状況や利用者満足度を

確認する実地調査のことを指します。調査結果を管理運営に反映していくことで、市民サ

ービスの一層の向上を目的としています。   
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■や 行  

有料老人ホーム 
食事の提供などの日常生活上必要な便宜を供与することを目的とする民間の老人ホ

ームのことです。 

要介護、要支援

認定者 

介護保険制度では、寝たきりや認知症などで常時介護を必要とする状態（要介護状

態）になった場合や、家事や身支度などの日常生活に支援が必要であり、特に介護予防

サービスが効果的な状態（要支援状態）になった場合に、介護サービスを受けることがで

きます。保険者である市町村に設置する介護認定審査会において判定されます。 

養護老人ホーム 
環境上の理由および経済的な理由により、居宅での生活が困難な高齢者を市町村の

措置により入所させ、養護することを目的とした施設です。 

要配慮者 
災害対策基本法において、「高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要する者」

と定義されており、特に配慮を要する者とは、妊産婦、傷病者、難病患者などを指します。 

 
■ら 行 

老人クラブ 
地域における高齢者の自主組織で、生きがいづくり・健康づくりを中心とした活動を行

っています。概ね 60歳以上の人を対象としています。 

老人福祉施設 

老人福祉法を根拠とした老人福祉を行う施設であり、老人デイサービスセンター、老人

短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉センタ

ー、老人介護支援センターのことを指します。 

老人福祉センタ

ー 

地域の高齢者に対して各種の相談に応じるとともに、サークル活動などを通じて健康の

増進、教養の向上およびレクリエーション等のための便宜を総合的に供与する施設のこと

です。 

老人福祉法 

老人の福祉に関する原理を明らかにするとともに、老人に対し心身の健康の保持およ

び生活の安定のために必要な措置を講じ、老人の福祉を図ることを目的として、昭和３８

（１９６３）年に制定された法律です。 
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